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は じめ に
少子化社会の進行に伴い、日本政府は不妊治療に予算を投入する動きが現在進んでいる。こ
の不妊治療において、夫婦 間の人工授精や体外授精等は、子どもの出自や遺伝子上の事柄につ
いて何ら問題はないと思われる。しかし、非配偶者間の生殖補助医療(Assisted Reproductive
Technology,  ART と略）つまり、夫以外の精子（提供精子）や妻以外の卵子（提供卵子）を使っ
て妊娠した場合､ 生まれた子どもは、その出生の真実について隠されたまま長年おかれており。
この場合は問題が大きいと思われる。 なぜなら、この医療は医師と夫婦が秘密裏にすすめ、生
まれた子どもは真実を告知されることなく、親子間に重大な秘密を持つたまま成長する。そし
て、ふとしたことからその事実を知ると、子どもは深遠なトラウマに苛まれるのである 恆 日
本では、非配偶者間人工授精（Ｄｏｎｏｒ Insemination、以後DI と略。これはＡＲＴの中で提供精
子によるものを指す）により生まれた子ども（DI 児と略）が約60年前からすでに１万人以上
生まれている。しかし、ＡＲＴにおけるルールを定めた法律はまだない。英国では2005年４月に、
ＡＲＴに関する法律が子どもの出自を知る権利を確保した法律へ改正されたのである。英国に
おけるこの法律改正がどのような背景、研究、調査のもとで行われたのか、また、どのような
改正内容であるのか、改正後にはどのようなことが起こり、法律の施行が引き続き実行されう
るのかについて、非配偶者問ＡＲＴにおける出自を知る権利に関する部分を詳細に究明するこ
とにより、日本での法律創設の可能性を探りたい。
1 ｡ 研究の視 点lお よび方法
研究の視点は以下の内容を明らかにすることにより考察する。つまり、ＡＲＴにおける法律、
改正法律の内容、そしてその創設の背景、出自を知る権利擁護に関する社会の動き、ソーシャ
ルアクションの内容、イギリス議会における論議内容、さまざまな研究者等による調査研究等
を題材として研究対象とした。研究の方法としては、文献や資料による調査、及び以下の訪問
調査による。2005 年８月英国訪問調査イギリス保健省のグェ ン・スキナー(Gwen Skinner) 、
ＤＣネットワークのオリビア･モンツチ（011ｖｉａ Montuschi)、ドナーリンクのアン･ヘイ、（Ａｎｎ
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Haigh)、ＨＦＥＡ(後述) のピーター･ミルズ(Peter Mills)、キングス･カレッジ 病院のルーズ･
カーソン(Ruth C ｕｒｓｏｎ)、2007年９月英国訪問調査－ヨーク大学のマリリン・クロショー
(Marilyn Crawshaw) 、英国養子縁組里親委託協会のジュリア･フィースト(Julia Feast)及び、
2005年９月来日したハッダースフィールド大学エリック・ブライス(Eric Blｙth) へのインタ
ビュー調査による。
2. HFE 法1990の創設
英国では1990年ヒトの受精及び胚研究に関する法律（Ｈｕｍａｎ Fertilisation and Embryology
Act 1990 、ＨＦＥ法1990 と略）がはじめて創設され、1991 年より施行された。この法律内容を
みると、ヒト の受 精及 び胚研究 認可 局（Ｈｕｍａｎ Fertilisation and Embryology Authority,
ＨＦＥＡと略）を創設し、ドナーに関する情報を登録・保管し（70年間）、18歳以上の子どもは
ドナーに関する身元を特定しない情報の開示を請求できるとした。ドナーに関する身元を特定
しない情報とは、ドナーの周辺情報であ り、ドナーの身長、体重、目や髪の色、職業や趣味等
のみを知ることができ、この段階ではドナーの氏名までは開示されなかった。また、16歳以上
の子どもは結婚しようとする人と血のつながりがないかどうかを調べることができるとなって
いる。この法律施行後、生まれた子どもが18歳になり開示を希望した場合、これらドナーの周
辺情報が開示されるので、つまり2009年以降子どもが情報の開示請求をすればドナーの情報を
開示されることになる。なお、それらの事項を記載する様式の末尾には、「人としてのあなた
白身について短く記述するための空白部分が用意されている勹 。となっている。また、患者
や子どもにカウンセリングなどの支援が用意された几
一方、親が真実を告知することに関しては、法に規定はなく、親の意思に任されている。法
律は子どもが希望すればドナーの周辺情報を知ることができるようになったが、しかし実態と
しては、子どもに幼い頃から真実の告知をする親は少なく、ほとんど秘密裏に養育しているの
が現状であった几
3. HFE 法1990成立の背景
この法律制定の背景には、三木5）によると、DI による妊娠の成立は年間1000件を超え、不
妊を克服するこの手法はもはや実験段階を過ぎ、確立した治療法と見られる。不妊は治療に値
する症状であり、不妊治療法としてのDI及び体外受精（提供卵、提供胚を含む）を公認する
一方、法律に基づく厳格な規制と監督下におく目的があった。また、家庭生活の尊重及び家族
を形成する権利を規定するヨーロッパ人権条約第８条、第12条に基づき、不妊を克服する手法
を十全に利用し得る権利が保障されると見る見解が影響していた、としている。
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法律もなしにこの近代医療を行っていくことのリスクにイギリスでは早くから気づいていた
といえる。 1982年政府は「ヒトの受精及び胚研究に関する調査委員 会」（ワーノック委員 会）
を設置した。ここではＡＲＴに関して論議し、1984年ＡＲＴに関するガイドラインとい えるワー
ノック・レポート6 ）を提出した。このワーノック・レポートがＨＦＥ法1990 の成立の土台となっ
たのである。
4. HFE 法1990 の改正 とその背景
ＨＦＥ法1990に関して、2004年「ヒトの受精及び胚研究認可局（提供者情報の開示）規則
200471」の議案が通過し、この規則は2005年４月１日施行されることとなる。つまり、ドナー
の情報を国が保管しているにもかかわらず、生まれた子どもがその情報にアクセスできないの
は不合理である等の理由により、2005年４月子どもが希望すればドナーの氏名まで開示される
内容へ法律改正された。実際に子どもがドナーの情報にアクセスできるのは、2005年４月以降
生まれた子どもが18歳になってからのことである。この法律改正の背景にはさまざまなソー
シャルアクション、裁判、政府の動き等があった。以下にその背景要囚となったとみられるも
のについて述べる。
(１) さまざまな子ども支援団体のソーシャルアクション
1980年代から子どもの支援団体、福祉の団体からのソーシャルアクションがあった。そのい
くっかの例として以下にあげた。
①　Children's SocietyのMORI 調査8)
2002年６月一般人1,033人に対して子どもの生物学的親を知る権利について調査した結果、
４分の３以上はドナーにより生まれた子どもは18歳になれば自らの遺伝的歴史を知る権利を
持つべきであるとし、また83 ％は18歳以上の子どもは彼らの遺伝的親に関する健康と病歴を
入手することができるべきであるとの回答だったとのことである。
②　英国養子縁組里親委託協会( ＢＡＡＦ) のジュリア・フィーストの論文9)
イギリスでは、養子は18歳になれば、生みの親または両親の名前、出産時の親の住所を明
記した出生証明書の写しを入手する権利がある(イングランド、ウェールズは1975 年、スコッ
ト ランドは1930 年より)。養子縁組の場合は子どもの福祉が最優先に考慮されるべきとの認
識がある。しかしＨＦＥ法1990では、DI 児は自らの遺伝上の親にアクセスする権利が奪われ
ている。したがってDI 児の福祉が最重要でないとみなされている。DI 児もまた自己発見と
遺伝的つながりへの権利を持てるようにすることが重要であり、どのような人であろうと(知
ることへの一筆者追記) 選択の自由をもつことが大切であると主張している。
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③　ＡＲＴ問題に関する英国ソーシャルワーカー団体（ＰＲＯＧＥＲｌＯ））の活動
英国ソーシャルワーカー協会の中に特にＡＲＴに関する問題に対処するグループが1980 年
代 に作られた。そこではDI 児への出自を知る権利等についての必要性につい て、ＨＦＥ法
1990 が創設される前から活動していた。 1990年に法律創設以後も活動を続け、2005 年の法律
改正により出自を知る権利の確保がなされるためのさまざまな活動が続けられ、法律改正へ
と導いた。
（２）当事者や親の声によるソーシャルアクション
①　 ターナー及びコイルによるドナーにより生まれた子どもの遺伝的出自を知る必要性及び
アイデンティティ問題に関する論文11）
成人となった当事者16 名（26歳～55 歳）にアンケート調査を行い、その結果、出生の秘密
がもたらす影響、特に家族に対する不信、遺伝的継続性の欠如、血のつながった父親を探す
ことができないことへの葛藤、そして重要な他人に話すことの重要性が出された。これらの
アイデンティティ問題を解決するために 精神療法等の専門的治療の必要性を示唆している。
②　 先に述べたＰＲＯＧＥＲの活動に当事者２名が参加した。１名は弁護士のデビッド・ゴラ
ンツ（Ｄａｖid Golrancz門 であり、１名は心理療法家のソフィ・レ ントン川（本人仮名希望
のため、仮名とする）である。彼らは当事者としての立場から、真実を親から告知する必要
性を訴え、親を知る権利の必要性について訴えた。
③　DI 児をもつ親の立場からの活動
ＤＣネットワーク（Ｄｏｎｏｒ Conception Network) はDI だけでなく卵子提供でも子どもをも
つ親たちで構成されている団体である。この団体の方針はDI 児の小さい頃より出生の真実
を子どもに告知すること14）であり、ＤＣネットワークの代表であるオリビア･モンツチ（011ｖｉａ
Montuschi151) は、白身が不妊治療をする際、医師からは秘密にするよう言われたが、子ど
もにうそはつけないとして、白身で誰にも相談せず、子どもに真実を告知し、親の会を1993
年に作った。現在、講演会や会誌の発行、政府へのロビー活動など幅広い活動を行っている。
①子どものドナーを知る権利についての裁判16）
2002年英国の裁判所と欧州人権裁判所の両方で、ヨーロッパ人権条約が規定する権利がど
れだけドナーより生まれた大を助けることが出来るかを試す裁判２例があった。関連する条
約の権利とは「プライバシーと家庭生活を守る権利」(the right to private and family life)
である。 ２人のDI の子ども、ジョアンナ・ローズともう一人の若い女性の代理人が裁判を
起こした。英国の裁判所では、２人の申請者は、彼らが受胎した提供配偶子のドナーが誰で
あるか分からないために彼らの「家庭生活を守る権利」が害されたという彼らの言い分は少
なくとも対応されるべきという判決を下した。しかし裁判官は彼らの権利が実際に侵害され
たかどうか、また彼らの権利が匿名を約束されているドナーの権利に優先されるべきかどう
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かについては判断を下していない。この訴訟案件は保健省がドナーの匿名性を継続すること
が許されるべきか否かを最終決断した後で裁判所に戻されることになったが、その後この裁
判は取り下げられたため、最終決断は出ていない。
一方、欧州人権裁判所では２つの重大な訴訟案件があった。７歳の少女とその母親がクロ
アチアの裁判所に対し、母親が子どもの父親であると主張する男性に父親認知命令
(paternity orders)を出すよう訴えた。クロアチアの裁判所が役目を果たせなかった後、欧
州人権裁判所が少女の家庭生活を守る権利が侵害されたと判決を下した。もうひとつ、38歳
のフランス人女性は国の法律が彼女の産みの母の匿名性を保証していたため生まれて間もな
くの時にあった養子縁組の話を諦めざるを得なかった。フランスの裁判所は彼女が産みの母
と兄弟の情報を得たいという願いを却下した。その後欧州裁判所は、産みの母の権利を守る
ために彼女のアイデンティティーにかかわる情報を与えないというのはフランスは（双方の
権利の一筆者追記）許容できる均衡を確立していないという判決を下した。
この英国の裁判所と欧州人権裁判所での裁判が１つではなく数例同時期に起こったための
社会への影響は大きいと思われる。
(３) 法律改正論議
①　コンサルテーション
政府は法律改正に際して、2001年12月から2002年７月の間にコンサルテーションを行った1≒
その過程で身元を特定する情報に関する幅広い議論が必要であるということが明らかになっ
た。 2002年に行ったパブリックコンサルテーションで回収された237 件の回答のうち、132 件
がドナーの匿名性を排除することを支持、70 件が反対、23件は保留だった。
②　英国上院議会でのディスカッション
アンドリュース女性男爵が上院議会の承認を得るため2004年５月法案を提出した。上院議
会での議事録18)より、賛成派と反対派の論拠をみると以下のとおりである。
〈賛成派の主張として〉
・自らの出自に関して知ることができないことは、アイデンティティを確立できない。
・物語を語る人間として当然である自らの自叙伝を語るときに空隙が存在する。
・最優先事項である子どもの権利をこの規則の中で反映すべきである。
・これまで提供配偶子( 筆者注：精子提供だけでなく卵子提供も認可されている) による人
工授精で生まれた子どもが約25000 人存在し、毎年約2000 人が出生している。
・ＡＲＴを取 り巻く秘密主義や不名誉感が徐々に消えつつあり、より多 くの人がオープンに提
供配偶子によるＡＲＴについて語っている。
・スーザン・ゴロンボクらの研究19)で証明されたことは、告知する家族の方が秘密にしてい
る家族より、より好ましい親子関係を持っているということである。
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・この法律を養子縁組の法律と比して、子どもたちが自らの生物学的アイデンティティを知
る権利がある。
・ドナーの数の落ち込みは短期間起こるだろうが、他国での証拠によるとドナーの数は再び
伸びる、または必要数確保しているということ。（スウェーデン、オーストラリアのビク
トリア州、ニュージーランドの例の引用）
・1990 年から英国配偶子提供トラストはドナーになる価値について社会一般に広く認知させ
るためのキャンペーンを行い、メディアによるドナー募集の広告等に対して政府より資金
を提供する。
・ドナーを探したいと希望する子どもは、ドナーに対してどのような要求も主張することは
できない。　ドナーは法的、社会的、財政的責任をまったく持たない。また、これらの子ど
もたちは、明らかに非常に愛され、望 まれて生 まれてきた子どもであり、そういった状況
からは子どもがドナーの家庭生活を故意に壊そうとして、ドナーを探すということは考え
がたい。
・提供が生む結末に対応できないような提供者がいったい提供すべきなのかということ。
〈反対派の意見として〉
・身元を特定するドナーヘの変更はドナーの数を減らすことになり、治療を待つ家族の待ち
時間が長くなり、苦痛が長引くのではないか。
・子どもがほしいので提供精子を利用したいと望んでいるオランダの女性の多くが、まだ匿
名で行われているベルギーへ渡っている。
・医学的危険性を伴う卵子提供を奨励するのは、政府として無責任である。
・不妊カップルを提供配偶子や胚の利用へ向けるのではなく、不妊の根本原囚を解決するた
めにカップルと緊密に協力して自然妊娠させるプロ グラムに力を入れてほしい。
・現在､ドナーの法律責任はまったくないとされている。しかし18年後に何か起こっているか、
誰がわかるのか？
以上、賛否両論を見てきたが、圧倒的に賛成派の意見が多いことがわかる。また、反対派
の意見の中には、このドナーを利用してのＡＲＴそのものに反対だという意見も含まれてい
る。賛成派は子どもの側に立った立場であり、子どもの権利を主張している。
５。法律改正 に当 たっての政府の政策
①　 ドナーリンクの創設
すでに生まれた子どもたちの出自を知る試みとして「ドナーリンク（ＵＫ Donor Link20 ）」
の試みがスタートしている。ＨＦＥ法1990 では、1991 年以後に生まれた人はドナーの周辺情
報を知る仕組みが作られたが、1991年より前に生まれた人はたどる仕組みがないことから、
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自由意志により登録し、子どもとドナー、あるいは同じドナーから生まれた半分血のつなが
りのあるきょうだい（「半分きょうだい」という）がＤＮＡ鑑定によりマッチングでき、情報
交換できるものである。保健省の補助金が2003年４月に交付され、これまで養子縁組の成立
後の支援サービスを行っていたAfter Adoption Yorkshire が設立した。登録に参加できるの
は、18歳以上のドナーによる人工授精で生まれた人、ドナー、18 歳以上の遺伝的つながりの
ある半分きょうだいである。希望すればカウンセラー、ソーシャルワーカーと接触できる。
ＤＮＡ鑑定のデータペースは遺伝的つながりの照合のみに使用され、無料である。2006 年現
在117 名が登録し、うちドナーにより生まれた人は76名、ドナーが36名、２名がきょうだい
である。
②　出自を知る権利確保のための真実告知の奨励
出自を知る権利の確保のためには、育ての親から子どもへ幼い頃から愛情の元に出生の真
実を告知することが重要である。不妊の親の自助グループであるＤＣネットワークの代表者、
オリビア・モンツチが政府の助成を受けて、真実告知の仕方についての年齢別マニュアルを
考案した。（前述）
③　精子バンクでのキャンペーン（前述）
反対派の一番の理由はドナーの匿名性が失われたら、ドナーが減り、この医療が進められ
なくなるということであり、それを防止するため政府より資金を出し、ドナー募集のキャン
ペーンを行った。
６ まとめ
英国におけるＡＲＴの法律が、子どもの出自を知る権利を確保した法律へ改正された背景を
調査研究した結果、法律改正には以下の要素が存在したと思われる。
〈法 律改正 へ の原 動力〉
当事者（生まれた子ども・親）の意見
SW のグループのソーシャルアクション
養子・里親支援者よりの意見
裁判　人権問題の認識
知る権利の必要性を立証する一般人への調査
子どもの福祉の最優先の価値
知ることがアイデンティティの確立に必要と
いう意識
不妊をオープンにできる土壌への変化
知らないことは「家庭生活を守る権利」への
侵害であるという理念
⇒
く政府の法律改
正への準備〉
政府のコンサル
テーション
政府の委託研究
(法律改正を推
進できる証拠)
ドナーの数の落
ち込みへの対処
〈法律改 正 に伴 う施 策〉
⇒
子ども・親・ドナーヘのサ
ポート体制
法律施行以前の子どもへの
対応としてドナーリンクの
設立
親の子どもへの告知方法に
ついてのマニュアル作成
精子バンクのキャンペーン
これらの英国の状況から、日本における可能性を考えてみる。上記、法律改正への原動力の
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視点から見ると、当事者の意見としては､ 子どもの当事者の数は少ないが、日本でも自助グルー
プが数年前から作られ活動を始めている。しかし目に見える親の意見はまだない。また、sw
の団体がこの問題にアクションを起こすことはできていない。 また、養子・里親支援者よりの
意見としては、大阪の家庭養護促進協会の岩崎美枝子がこの問題に取り組み、発信している。
裁判は起こっていない。一般人への知る権利についての調査は開示に有利な調査結果は出てい
ない。そういった実態の中、子どもの福祉の最優先の価値観やアイデンティティの確立のため
に開示が必要であるという認識、不妊についてオープンにできる土壌は、まだ日本では十分国
民的意識に上るほど、できていないと思われる。
この論文では、英国の法律改正への原動力となった要素を抽出するまでにとどめ、今後日本
の状況との比較をさまざまな面から分析し、取り組んでいく必要があると思われる。
(この研究は特別研究費に関する規定及び帝塚山学園学術教育研究助成基金規程に基づく助成を受けて
いる)
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